






























































































































































178 6.6 82 9.61970 216 7 130 12
.21975 353 9.9 198
17.41980 390 10.0
256 19.31981 395
10.0 266 19.61982 416 4 84 205
1983 433 10.5 30
3 21.11984 464 ll.1 328 2
資料出所) 絶務庁統計局 ｢労働力調査｣
雇用形態多様化の諸相(2) (浮田)
1987 労働者数役員を除く)正規の職員.従業員 パー ト.アルバイ ト派遣 .嘱託 .その他 (労働者
派遣)※(万人) (%) (万人) (%) (万人) (%) (万人)
(%) (万人) (%)4′048 100.0 3,337 82.4 561
13.9 150 3.7 33 0.31988 4′132 100.0
3,377 81.7 599 14.5 156 3.81989 4.26
9 100.0 3.452 80.9 656 15.4 161 3.81990 4.36 ,88 798 710 63 7
1 3.91991 4,536 100.0 3.639 80.2 734
16.2 163 3.61992 4.664 100.0 3.705 7
9.4 782 16.8 176 3.81993 4,743 100.0
3.756 79.2 801 16.9 185 3.91994 4.77
6 100.0 3.805 79.7 800 16.8 171 3.61995 4,780 779 1 25 73
6 3.71996 4.843 100.0 3.800 78.5 870
18.0 173 3.61997 4.963 100.0 3.812 76.
8 945 19.0 207 4.21998 4.967 100.0 3.7
94 76.4 986 19.9 187 3.81999 4.913 100.0 3,6
88 75.1 1,024 208 201 412000 .903 3
.630 74.0 1.078 22.0 195 4.02001 4.999 100.0
3.640 72.8 1.152 23.0 208 4.2 45 0.42002 4.891 100.0 ,486 13 023 09 383 78 39 2
2003 4.941 100.0 3一444 69.7 1.092 22.1 404 8.
2 46 0.52004 4.934 100.0 3.380 68.5 1.106 22.
4 449 9.1 62 0.62005 4′923 100.0 3.333 67.7 1.095 22.2 96 10 95 1
22006 5.002 100.0 3.340 66.8 1.121 22.4 542 10.8 121 1.
7※ 2001年以前は ｢労働力調査特別調査｣(各年2月,それ以降
は ｢労働力調査 (詳細結果)｣(各年1月から3月の平均)数備o
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合 計正社員がより高度な仕事に専念できるようになった 42.4 53.2 4.
4 100.0正社員の労働時間が短くなった 29.5 56.
1 4.4 100.0外部から新たなノウハウを導入できるようになった 12.5
81.7 5.8 100.0労働者の数や労働時間をより柔軟に管理できるようになった
54.2 41.0 4.7 100.0正社員の数を減らすこと
ができた 62.7 32.2 5.1 100.0非正社員の定着率が上昇した 461 498 4
現場の工夫が少なくなった 17.3 77.6 5.1 100.0
現場でのチームワークが希薄になった 23.1 72.5 4.4 100
.0若手社員の基礎的な業務経験の機会が減った 25.4 70.
5 4.1 100.0正社員の労働時間が長くなった 18.6 78.0
3.4 100.0一部の正社員に仕事が集中するようになった 37.3
59.0 3.7 100.0仕事上の連携に問題が生じるようになった 25.
1 71.2 3.7 100.0職場における事故 .トラブルが増えるように
なった 14.2 81.7 4.1 100.0技能 .ノウハウの蓄積 .伝承が困難になった 369 586 4
.0人件費の総額を削減できた 78.3 18.3 3.4
100.0人材の確保 (質 .忠)が容易になった 35.6
59.7 4.7 100.0製品.サービスの質が向上した












20% 40% 60% 80% 1OO牝:注)1
)ここでの非正社長lコま.派遣社員と職場内の請負社員は含まない.2全体には､電気･ガス･熱供給･水道業､情報通修業.飲食店･宿泊業､その他の産業､業種不明の事業所を含む｡
資料出所) 労働政策研究 ･研修機構 (2006a)(事業所調査)
図表9 正規労働者とほとんど同じ仕事している非正規労働者の存在田増加している E)変わらない り減少している ロわか
らない 屯 無 回 答 7.4刻 0.6(%)資料出所) 労働政策研
究 ･研修機構 (2006a)(事業所調査)図表10 (3年前と比べた)正規労働者とほとんど同じ仕事している非正規労働者の







































































































































区 分 計 正社員のいる事業所 非正社員のいる串某所 (非正社員の就業形態)(複数回答)契約社員の 嘱託社員の 出向社員の派遣労働者の鯨時的雇用者 パートタ
イム労働者 その他いる串某所 いる事業所 いる事業所 いる事業所
のいる事業所 のいる事業所汁 (100.0) 100.0 96.3 75.3 10.3 ll.
3 6.4 7.6 2.6 57.7 ll.8※《平成11年調査》 《100.0 《96.3 《10.0
《6.3 《5.7 《4.4 《44.1産業鉱業 (0.1) 100.0 98.7 44.3 3.8 15.1 87 36 10 199
10.3建設業 (ll.5) 100.0 97.9 51.0 7.6 12.3 5.3 5.1
3.7 21.4 14.1製造業 (14.6) 100.0 96.5 74.4 5.7 17.5 6.6 10.
3 3.3 58.6 12.9電気 .ガス.熱供給 .水道業 (0.2) 100.0 98.7 60.9 l
l.2 31.2 15.4 13.5 1.2 23.5 13.3情報通倍葺 (1.8) 100.
0 97.8 68.2 23.9 ll.4 13.1 18.3 2.4 33.0 l.0運輸業 (4.4) 100. 93 3 125 205 95 6 4 418 1
4.0卸売 .小売業 (29.4) 100.0 95.9 79.3 7.3 7.0 5.7 6.4 1
.7 66.5 ll.6金融 .保険業 (3.2) 100.0 99.7 77.6 13.9 15.2
8.2 33.6 0.0 43.0 8.7不動産業 (1.3) 100.0 96.6 70.9
15.1 21.1 16.5 ll.0 1.4 41.1 ll.4飲食店,宿泊業 (10.0) 100.
0 89.9 95.0 12.8 3.9 3.3 1.8 2.6 89.7 ll.4医療,福祉 (
6.9) 100.0 98.5 86.1 14.5 9.9 4.0 4.6 1.6 78.7 8.9教育,学習支援某 (24 28
84.8 28.1 13.3 3.7 9.9 0.7 65.5 10.2複合サービス事業 (0.9)
100.0 99.7 65.3 8.1 7.5 3.7 4.8 6.2 29.2 26.4サービ
ス業(他に分類されないもの) (13.4) 100.0 97.6 70.6 13.1 13.8 9.5
7.7 3.4 48.7 10.6事業所の形態事業所 (27.4) 100.0 99.0 64.3 12.6 16.0 9.7 102 27 3
6.4 12.7工場 .作業所 (19.3) 100.0 96.0 72.1 5.0 14.7 5.1 8.2 3.3 552
13.0研究所 (0.3) 10














(単 位 :% )
就業形態 計 適用される制度 (複数回
答)雇用煤険 健康煤険 厚生年金 企業年金 追職金刺度 財形刺皮 賞与支給制度 福利厚生施設等の利用 社内教育訓練 自己啓発援助制度 昇進●罪格
正社員への転換制皮正社員 100.0 ● ● ●23.066.133.779.
338.747.124.758.3 ●契約社員 100.076.871.166.6 8.516.6
19.554.048.741.422.522.038.7嘱託社員 100.080.180.9
78.710.414.423.464.048.532.615.4 7.1 5.6出向社員 100.052.253.051422942332,3499
49.346.633.336.1 ●派遣労働者 100.0 ● ● ●● ● ● ●241
25.9 5.7 ● ●臨時的雇用者 100.023.814.514.2 2.5 8.6 1.419.816,0323 8114
.5ll.0パートタイム労働者 100.053.236.031.0 3.1 7.3 6.137.421.024.8 6
.3 14.326.7資料出所) 厚生労働省 (2003)
図表15 適用される制度 (就業形態別)分離型 一部重複型 基幹労働力化重複
型【正規】 【非正規】 【正規】 【非正規】 【正規】 【非正規】




就業形態 計 非正社員の活用上の問題点 (複数
回答)良質な人材の確保 定 仕事に対 時間外労 仕事に対 業務 正社員と チーム
ワーク 正社員と そ着 する 働
へ する 処理 の職 の人 の悼 責任感 の対
応 向上意欲 能力 務分担 間関係 他非正社員がいる事業所 100.0 49.8 31.7 50.2
23.5 37.4 27.5 23.8 19.9 17.3 5.5契約社員 100.0
48.1 ●39.3 16.7 0.1 0.2 27.4 16.4 16.8 6.0嘱託社員 100.0 356 7 54 358 289 20 ll8 49
6.0出向社員 100.0 38.2 21.8 22.8 7.9 ･23.5 25.3 14.
3 15.7 24.0 10.6派遣労働者 100.0 46.4 ● 35.6 18.3 26.
3 27.3 25.9 14.7 18.9 4.1鑑時的雇用者 100.0 38.9 ● 55.1 10.
9 37.5 22.8 13.8 12.3 ll.4 5.7パー トタイム労働者 100.0 45.7 36.8 47.7 23.2 62 39
9.1 18.6 14.0 4.6その他 100.0 45.6 34.0 44.1 15.6 39.3



















産 業 18年2月調査 18年5月調査 18年8月
調査不足 過剰 D.Ⅰ. 不足 過剰 D.Ⅰ. 不
足 過剰 D.Ⅰ.調 査 産 業 計 25 3 22 26 3 23 24 3 21
建 設 業 6 3 3 5 4 1 4 2
2製 造 業 17 3 14 20 3 1
7 16 3 13情 報 通 信 業 ll 2
9 ll - ll 10 - 10運 輸 業 23 1 22 28 1 27 31 2 29
卸 売 . 小 売 業 37 5 32 35 5 30
35 6 29金 融 . 保 険 業 17 - 17
ll 1 10 ll 1 10不 動 産 業 2
2 2 20 17 1 16 19 - 19飲 食 店 , 宿 泊 業 48 8 4 44 - 44 55
2 53サ ー ビ ス 業 29 2 27 33 2 31
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総数 よくある たまにある ほとんどない まったくな
い 不明労働者の履歴香の取り寄せ 2006 718 225 231 722 110100 35.8 ll.
2 ll.5 36.0 5.5事前面接 (簡単な実技試験を含むo) 2006
665 281 282 670 108の実施
100 33.2 14.0 14.1 33.4 5.4派遣労働者が希望したときの貴事業所 206 450 7 38 512
136への事前訪問 100 22.4 23.4 21.8 25.5
6.8本格的な労働者派遣に先立つ短期間 2006 73 130 343 1
293 167(2週間以内程度)の貴事業所での就労 100 3
.6 6.5 17.1 64.5 8.3派遣労働者の年齢制限 2006 161 421 526 753 145100 8.0 21.0 26.2 3
7.5 7.2派遣労働者の性別の指定 2006 463 311 387 07 138100 23.1
15.5 19.3 35.2 6.9資料出所)
厚生労働省 (2006b)図表27 派遣労働者が決定される前
に行われていること(単位 :所,%)総数 認められて 場合によっ 場合によっ 認めら
れる 不明よい ては認めら
れてよい ては認められるべきではない べきで
はない2006 896 818 64 149 791
00 44.7 40.8 3.2 7.4 3.9資料出所






























●5 浮田 幹 (2005)
暮6 労働政策研究 ･研修機構 (2006b)p.65.
■7 経済産業省 (2002)p.5.





'10 労働政策研究 ･研修機構 (2006C)によると,パー トタイマー等の86.0%が均衡処遇の考え
方に ｢賛成｣(｢賛成｣+｢どちらかというと賛成｣)しているが,これは主として第一に述べた
｢基幹化｣と大きく関わっているものと推察される｡



























































経済産業省 (2002) 新規事業創出小委員会報告書 ｢起業の促進と成長の円滑化の
ために｣.
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